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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結
累計期間

第73期
第１四半期連結
累計期間

第72期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（百万円） 35,484 35,975 140,511

経常利益（百万円） 3,397 3,557 15,827

四半期（当期）純利益（百万円） 1,818 1,844 9,304

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
751 2,798 12,601

純資産額（百万円） 126,348 138,441 137,430

総資産額（百万円） 179,567 194,266 194,258

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
26.11 26.48 133.62

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
26.08 26.43 133.37

自己資本比率（％） 70.3 71.2 70.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による金融・財政政策に対する期待から円高の是正や

株式相場の回復がみられ、個人消費や輸出に持ち直しの動きがあるものの、欧州の債務問題、新興国経済の減速、

円高是正による輸入品価格の上昇等、依然として先行き不透明な状態が続いております。

当物流業界におきましては、荷主の業績回復に伴い貨物取扱量も回復の傾向にありますが、燃料価格の高止ま

りや競争の激化などにより厳しい経営環境が続いております。

このような状況下にあって、当社グループは埼玉県比企郡小川町に営業所、山梨県甲府市に出張所を新設する

など業務拡大に向けた積極的な設備投資と営業活動を推進してまいりました。その結果、売上高は前年同期比

1.4％増の359億75百万円となりました。

営業利益につきましては、販売費及び一般管理費の増加や作業効率の低下などから前年同期比4.4％減の31億

１百万円となりました。

経常利益につきましては、前年同期比4.7％増の35億57百万円となりました。その要因といたしましては、営業

外収益は前年同期比0.4％増の５億21百万円となりましたが、営業外費用は投資有価証券評価損や為替差損の減

少などにより前年同期比82.1％減の65百万円となったことによるものであります。

この結果、四半期純利益につきましては、前年同期比1.4％増の18億44百万円となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①　運送事業

連結子会社である中越テック㈱及び札幌新聞輸送㈱が前期に決算期を変更したことに伴い、前第１四半期

連結累計期間は６か月間の財務諸表を連結しましたが、当第１四半期連結累計期間は３か月間の財務諸表を

連結しております。その結果、売上高は前年同期比3.4％減の178億16百万円となりました。営業利益は、売上高

の減少や輸送効率の低下などにより前年同期比31.3％減の６億29百万円となりました。

②　倉庫事業

貨物取扱量の増加や、前期末に㈱信栄倉庫が連結子会社に加わったことなどにより、売上高は前年同期比

10.6％増の52億60百万円となりました。営業利益は、保管効率の向上や固定費の削減などにより、前年同期比

11.5％増の13億90百万円となりました。

③　梱包事業

業務量の増加などにより、売上高は前年同期比3.3％増の88億35百万円となりました。営業利益は、作業効率

の低下などにより前年同期比8.1％減の６億45百万円となりました。

④　テスト事業

業務量の増加により、売上高は前年同期比14.8％増の28億６百万円となりました。営業利益は、増収効果に

より前年同期比131.9％増の２億34百万円となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本梱包運輸倉庫株式会社(E04191)

四半期報告書

 3/16



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 70,239,892 70,239,892
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 70,239,892 70,239,892 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
－ 70,239,892 － 11,316 － 12,332

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 592,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 69,594,100 695,941 －

単元未満株式 普通株式 52,992 － －

発行済株式総数 70,239,892 － －

総株主の議決権 － 695,941 －

（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株が含まれております。

 

②【自己株式等】

　 平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

日本梱包運輸倉庫株式会社
東京都中央区明石町

６番17号
592,800 － 592,800 0.84

計 － 592,800 － 592,800 0.84

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,409 12,808

受取手形及び売掛金 26,547 26,350

有価証券 9,874 10,374

商品及び製品 15 14

原材料及び貯蔵品 362 402

繰延税金資産 1,627 1,628

その他 1,816 1,935

貸倒引当金 △12 △5

流動資産合計 54,641 53,508

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 39,165 39,558

機械装置及び運搬具（純額） 2,550 2,892

工具、器具及び備品（純額） 931 932

土地 63,809 63,791

リース資産（純額） 149 142

建設仮勘定 2,276 2,035

有形固定資産合計 108,883 109,352

無形固定資産 1,266 1,332

投資その他の資産

投資有価証券 25,468 26,076

長期貸付金 162 184

繰延税金資産 1,744 1,709

その他 2,207 2,216

貸倒引当金 △115 △114

投資その他の資産合計 29,467 30,073

固定資産合計 139,617 140,758

資産合計 194,258 194,266
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,376 8,299

電子記録債務 4,123 4,030

短期借入金 4,397 7,274

1年内償還予定の社債 500 500

リース債務 58 52

未払法人税等 3,588 1,726

賞与引当金 2,726 3,350

役員賞与引当金 142 36

設備関係支払手形 471 598

営業外電子記録債務 406 1,408

その他 8,369 8,045

流動負債合計 33,162 35,323

固定負債

社債 200 200

長期借入金 11,603 8,013

リース債務 97 96

繰延税金負債 4,972 5,310

退職給付引当金 5,589 5,690

役員退職慰労引当金 218 213

その他 985 977

固定負債合計 23,665 20,501

負債合計 56,828 55,824

純資産の部

株主資本

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,332

利益剰余金 105,932 105,982

自己株式 △802 △790

株主資本合計 128,779 128,841

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9,040 9,723

為替換算調整勘定 △565 △298

その他の包括利益累計額合計 8,474 9,425

新株予約権 120 113

少数株主持分 56 62

純資産合計 137,430 138,441

負債純資産合計 194,258 194,266
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 35,484 35,975

売上原価 30,545 31,053

売上総利益 4,939 4,922

販売費及び一般管理費 1,693 1,820

営業利益 3,245 3,101

営業外収益

受取利息 49 63

受取配当金 120 139

受取賃貸料 18 17

持分法による投資利益 94 14

受取補償金 133 10

為替差益 － 44

投資有価証券評価益 － 141

雑収入 102 90

営業外収益合計 519 521

営業外費用

支払利息 69 32

為替差損 84 －

投資有価証券評価損 196 －

雑支出 17 33

営業外費用合計 367 65

経常利益 3,397 3,557

特別利益

固定資産売却益 65 12

投資有価証券売却益 － 420

負ののれん発生益 2 －

特別利益合計 68 432

特別損失

固定資産売却損 2 34

固定資産除却損 1 2

投資有価証券売却損 1 0

減損損失 － 0

特別損失合計 5 38

税金等調整前四半期純利益 3,460 3,951

法人税等 1,640 2,103

少数株主損益調整前四半期純利益 1,820 1,847

少数株主利益 2 3

四半期純利益 1,818 1,844
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,820 1,847

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,292 683

為替換算調整勘定 201 328

持分法適用会社に対する持分相当額 22 △60

その他の包括利益合計 △1,069 951

四半期包括利益 751 2,798

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 747 2,794

少数株主に係る四半期包括利益 3 3
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

　

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、PT NIPPON KONPO INDONESIA、NIPPON KONPO INDIA PRIVATE LTD.及びNIPPON

KONPO HOCHIMINH INC.は重要性が増したため、持分法適用の範囲に含めております。

　

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の連結グループ各社の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

減価償却費 1,175百万円 1,165百万円

 

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 974 14 平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,740 25 平成25年３月31日平成25年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:百万円)

　
報告セグメント その他

（注）
合計

運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 18,441 4,755 8,549 2,443 34,189 1,294 35,484

セグメント間の内部売

上高又は振替高
22 49 87 － 160 276 437

計 18,464 4,805 8,636 2,443 34,349 1,571 35,921

セグメント利益 916 1,247 702 101 2,968 203 3,171

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 2,968

「その他」の区分の利益 203

その他の調整額（注） 74

四半期連結損益計算書の営業利益 3,245

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

　

　

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:百万円)

　
報告セグメント その他

（注）
合計

運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 17,816 5,260 8,835 2,806 34,718 1,257 35,975

セグメント間の内部売

上高又は振替高
40 48 105 8 203 254 457

計 17,857 5,308 8,940 2,814 34,922 1,511 36,433

セグメント利益 629 1,390 645 234 2,900 160 3,060

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 2,900

「その他」の区分の利益 160

その他の調整額（注） 40

四半期連結損益計算書の営業利益 3,101

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

　

　

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 26円11銭 26円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,818 1,844

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,818 1,844

普通株式の期中平均株式数（千株） 69,639 69,647

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 26円8銭 26円43銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 82 142

（うち新株予約権）（千株） （82） （142）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重要

な変動があったものの概要

－ －

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本梱包運輸倉庫株式会社(E04191)

四半期報告書

15/16



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成25年８月９日

日本梱包運輸倉庫株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　小　野　友　之　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　内　田　好　久　　印

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本梱包運輸倉庫

株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本梱包運輸倉庫株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（注）　　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結財

務諸表に添付する形で別途保管している。

　　なお、四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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